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はじめに 

ファイナンシャル・プランニング技能検定、およびＣＦＰ資格審査試験では、下記のと

おり、試験日程ごとの法令基準日が設けられています。 

 

法令基準日 

 ファイナンシャル・プランニング

技能検定 
ＣＦＰ資格審査試験 

２０２４年 ９月試験 ２０２４年 ４月１日  

２０２４年１１月試験  ２０２４年 ４月１日 

２０２５年 １月試験 ２０２４年１０月１日  

２０２５年 ５月試験 ２０２４年１０月１日  

２０２５年 ６月試験  ２０２５年 １月１日 

 

受験にあたって、法令基準日に基づいて学習をすることは言うまでもありませんが、試

験問題においては、既に改正され法令が施行されたものであっても、その内容が適用開始

となる時点で出題される傾向も高くなっています。従いまして、このレジュメは、2024 年

度税制改正だけでなく、今後適用開始となるものなどを含め、2024 年 4 月以降の受験に必

要な要点をまとめています。 

ぜひ、学習の再確認のために本レジュメを活用してください。皆さまが、学習の成果を

発揮され、試験合格されますようお祈りいたします。 
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一．令和４年税制改正のおさらい 

■個人所得課税 

１．住宅・土地税制 

（１）住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除について適用期限（令和３年

12月31日）を令和７年12月31日まで４年延長するとともに、次の措置を講ずる。  

①住宅の取得等をして令和４年から令和７年までの間に居住の用に供した場合の住

宅借入金等の年末残高の限度額（借入限度額）、控除率及び控除期間を次のとお

りとする。  

イ ロ以外の住宅の場合  

居住年 借入限度額 控除率 控除期間 

令和４年・令和５年 3,000 万円 
0.7％ 

13 年 

令和６年・令和７年 2,000 万円 10 年 

 （注）上記の金額等は、住宅の取得等が居住用家屋の新築、居住用家屋で建築後使用

されたことのないものの取得又は宅地建物取引業者により一定の増改築等が行わ

れた一定の居住用家屋の取得である場合の金額等であり、それ以外における借入

限度額は一律 2,000 万円と、控除期間は一律 10 年とする。  

ロ 認定住宅等の場合 

 居住年 借入限度額 控除率 控除期間 

認定住宅 
令和４年・令和５年 5,000 万円 

0.7％ 13 年 

令和６年・令和７年 4,500 万円 

ＺＥＨ水準

省エネ住宅 

令和４年・令和５年 4,500 万円 

令和６年・令和７年 3,500 万円 

省エネ基準

適合住宅 

令和４年・令和５年 4,000 万円 

令和６年・令和７年 3,000 万円 

（注１）上記の「認定住宅等」とは、認定住宅、ＺＥＨ水準省エネ住宅及び省エネ基

準適合住宅をいい、上記の「認定住宅」とは、認定長期優良住宅及び認定低炭素

住宅をいう。  

②適用対象者の所得要件を 2,000 万円以下（現行：3,000 万円以下）に引き下げる。  

③個人が取得等をした床面積が 40 ㎡以上 50 ㎡未満である住宅の用に供する家屋で

令和５年 12 月 31 日以前に建築確認を受けたものの新築又は当該家屋で建築後使

用されたことのないものの取得についても、本特例の適用ができることとする。

ただし、その者の控除期間のうち、その年分の所得税に係る合計所得金額が 1,000

万円を超える年については、適用しない。  
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④適用対象となる既存住宅の要件について、築年数要件を廃止するとともに、新耐

震基準に適合している住宅の用に供する家屋（登記簿上の建築日付が昭和 57 年１

月１日以降の家屋については、新耐震基準に適合している住宅の用に供する家屋

とみなす。）であることを加える。 

（注）上記②及び④の改正は、住宅の取得等をして令和４年１月１日以後に居住の用

に供した場合について適用する。  

（２）住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除に係る確定申告手続等につい

て、次の措置を講ずる。  

①令和５年１月１日以後に居住の用に供する家屋について、住宅借入金等を有する

場合の所得税額の特別控除（以下「住宅ローン控除」という）の適用を受けよう

とする個人は、住宅借入金等に係る一定の債権者に対して、当該個人の氏名及び

住所、個人番号その他の一定の事項（以下「申請事項」という）を記載した申請

書（以下「住宅ローン控除申請書」という）の提出をしなければならないことと

する。 

②住宅ローン控除申請書の提出を受けた債権者は、当該住宅ローン控除申請書の提

出を受けた日の属する年の翌年以後の控除期間の各年の 10 月 31 日（その提出を

受けた日の属する年の翌年にあっては、１月 31 日）までに、当該住宅ローン控除

申請書に記載された事項及び当該住宅ローン控除申請書の提出をした個人のその

年の 12 月 31 日（その者が死亡した日の属する年にあっては、同日）における住

宅借入金等の金額等を記載した調書を作成し、当該債権者の本店又は主たる事務

所の所在地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

③住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除証明書の記載事項に、住宅借入

金等の年末残高を加えることとする。  

④令和５年１月１日以後に居住の用に供する家屋に係る住宅ローン控除の適用を受

けようとする個人は、住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書及び新築の工

事の請負契約書の写し等については、確定申告書への添付を不要とする。  

⑤給与等の支払を受ける個人で年末調整の際に、令和５年１月１日以後に居住の用

に供する家屋に係る住宅ローン控除の適用を受けようとするものは、住宅取得資

金に係る借入金の年末残高証明書については、給与所得者の住宅借入金等を有す

る場合の所得税額の特別控除申告書への添付を不要とする。  

 （注）上記の改正は、居住年が令和５年以後である者が、令和６年１月１日以後に行

う確定申告及び年末調整について適用する。 
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二．令和５年税制改正のおさらい 

■個人所得課税 

１．金融・証券税制 

（１）非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（Ｎ

ＩＳＡ）について、次の措置を講ずる。 

①非課税累積投資契約に係る非課税措置（つみたてＮＩＳＡ）の勘定設定期間を

令和５年 12 月 31 日までとする。 

②特定非課税累積投資契約に係る非課税措置について、改組する。 

（２）未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置

（ジュニアＮＩＳＡ）について、非課税管理勘定が設けられた日の属する年の１

月１日から５年を経過する日の翌日に設けられる継続管理勘定がある場合には、

原則として当該非課税管理勘定に係る上場株式等は当該継続管理勘定に移管され

ることとする。この場合において、同日に当該上場株式等を当該継続管理勘定に

移管しないときは、当該継続管理勘定を設けた未成年者口座が開設されている金

融商品取引業者等の営業所の長に対し、その旨その他の事項を記載した書類の提

出（当該書類の提出に代えて行う電磁的方法による当該書類に記載すべき事項を

記録した電磁的記録の提供を含む。）をしなければならないこととする。 

（まとめ）令和６年以降 

 つみたてＮＩＳＡ 一般ＮＩＳＡ 

年間の投資上限額 120 万円 240 万円 

非課税保有期間 制限なし 

口座開設可能期間 制限なし 

投資対象商品 
積立・分散投資に適した一

定の公募等株式投資信託 

上場株式・公募株式投資信託

等 

投資方法 
契約に基づき、定期かつ継

続的な方法で投資 

制限なし 

現行制度との関係 

令和５年末までに現行の一般ＮＩＳＡ及びつみたてＮＩ

ＳＡ制度において投資した商品は、新しい制度の外枠で、

現行制度における非課税措置を適用 

※つみたてＮＩＳＡと一般ＮＩＳＡは併用可能となる。 
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２．土地・住宅税制 

（１）短期所有土地の譲渡等をした場合の土地の譲渡等に係る事業所得等の課税の特

例について、適用停止措置の期限を３年延長する。 

（２）空き家に係る譲渡所得の 3,000 万円特別控除の特例について、次の措置を講じ

た上、その適用期限を４年延長する。 

① 本特例の適用対象となる相続人が相続若しくは遺贈により取得をした被相続人

居住用家屋（当該相続の時からその譲渡の時まで事業の用、貸付けの用又は居住

の用に供されていたことがないものに限る。）の一定の譲渡又は当該被相続人居

住用家屋とともにする当該相続若しくは遺贈により取得をした被相続人居住用家

屋の敷地等の一定の譲渡をした場合において、当該被相続人居住用家屋が当該譲

渡の時から当該譲渡の日の属する年の翌年２月15日までの間に次に掲げる場合に

該当することとなったときは、本特例を適用することができることとする。 

イ 耐震基準に適合することとなった場合  

ロ その全部の取壊し若しくは除却がされ、又はその全部が滅失をした場合  

② 相続又は遺贈による被相続人居住用家屋及び被相続人居住用家屋の敷地等の取

得をした相続人の数が３人以上である場合における特別控除額を 2,000 万円とする。 

③ その他所要の措置を講ずる。  

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に行う被相続人居住用家屋又は被相続人

居住用家屋の敷地等の譲渡について適用する。 

３．その他 

（１）給与所得者の扶養控除等申告書について、その申告書に記載すべき事項がその

年の前年の申告内容と異動がない場合には、その記載すべき事項の記載に代えて、

その異動がない旨の記載によることができることとする。  

（注）上記の改正は、令和７年１月１日以後に支払を受けるべき給与等について提出

する給与所得者の扶養控除等申告書について適用する。  

（２）給与所得者の保険料控除申告書について、次に掲げる事項の記載を要しないこ

ととする。  

① 申告者が生計を一にする配偶者その他の親族の負担すべき社会保険料を支払っ

た場合のこれらの者の申告者との続柄  

② 生命保険料控除の対象となる支払保険料等に係る保険金等の受取人の申告者と

の続柄  

（注）上記の改正は、令和６年 10 月１日以後に提出する給与所得者の保険料控除

申告書について適用する。 
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■資産課税 

１．資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築 

（１）相続時精算課税制度について、次の見直しを行う。  

① 相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与により取得した財産に係るその

年分の贈与税については、現行の基礎控除とは別途、課税価格から基礎控除 110

万円を控除できることとするとともに、特定贈与者の死亡に係る相続税の課税

価格に加算等をされる当該特定贈与者から贈与により取得した財産の価額は、

上記の控除をした後の残額とする。  

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る相続

税又は贈与税について適用する。 

② その他所要の措置を講ずる。  

（２）相続開始前に贈与があった場合の相続税の課税価格への加算期間等について、

次の見直しを行う。  

① 相続又は遺贈により財産を取得した者が、当該相続の開始前７年以内（現行：

３年以内）に当該相続に係る被相続人から贈与により財産を取得したことがあ

る場合には、当該贈与により取得した財産の価額（当該財産のうち当該相続の

開始前３年以内に贈与により取得した財産以外の財産については、当該財産の

価額の合計額から 100 万円を控除した残額）を相続税の課税価格に加算するこ

ととする。  

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る相続

税について適用する。  

② その他所要の整備を行う。  

 

■法人課税 

１．円滑・適正な納税のための環境整備 

（１）青色申告の承認申請書について、記載事項の簡素化を行う。  

（注）上記の改正は、令和９年１月１日以後に開始する事業年度について適用する。  

（２）青色申告書による申告をやめる旨の届出書について、その提出期限をその申告

をやめようとする事業年度の確定申告書の提出期限（現行：その申告をやめよう

とする事業年度終了の日の翌日から２月以内）とするとともに、記載事項の簡素

化を行う。  

（注）上記の改正は、令和８年１月１日以後に開始する事業年度について適用する。 
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■消費課税 

１．適格請求書等保存方式に係る見直し  

（１）適格請求書発行事業者となる小規模事業者に係る税額控除に関する経過措置  

①適格請求書発行事業者の令和５年 10 月１日から令和８年９月 30 日までの日の属

する各課税期間において、免税事業者が適格請求書発行事業者となったこと又は課

税事業者選択届出書を提出したことにより事業者免税点制度の適用を受けられな

いこととなる場合には、その課税期間における課税標準額に対する消費税額から控

除する金額を、当該課税標準額に対する消費税額に８割を乗じた額とすることによ

り、納付税額を当該課税標準額に対する消費税額の２割とすることができることと

する。  

（注１）上記の措置は、課税期間の特例の適用を受ける課税期間及び令和５年 10 月

１日前から課税事業者選択届出書の提出により引き続き事業者免税点制度の

適用を受けられないこととなる同日の属する課税期間については、適用しない。    

（注２）課税事業者選択届出書を提出したことにより令和５年 10 月１日の属する課

税期間から事業者免税点制度の適用を受けられないこととなる適格請求書発

行事業者が、当該課税期間中に課税事業者選択不適用届出書を提出したとき

は、当該課税期間からその課税事業者選択届出書は効力を失うこととする。  

② 適格請求書発行事業者が上記①の適用を受けようとする場合には、確定申告書

にその旨を付記するものとする。  

③ 上記①の適用を受けた適格請求書発行事業者が、当該適用を受けた課税期間の

翌課税期間中に、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を納税地を所轄する税

務署長に提出したときは、その提出した日の属する課税期間から簡易課税制度の

適用を認めることとする。  

④ その他所要の措置を講ずる。 

（２）基準期間における課税売上高が１億円以下又は特定期間における課税売上高が 

5,000 万円以下である事業者が、令和５年 10 月１日から令和 11 年９月 30 日ま

での間に国内において行う課税仕入れについて、当該課税仕入れに係る支払対価

の額が１万円未満である場合には、一定の事項が記載された帳簿のみの保存によ

る仕入税額控除を認める経過措置を講ずる。  

（３）売上げに係る対価の返還等に係る税込価額が１万円未満である場合には、その

適格返還請求書の交付義務を免除する。  

（注）上記の改正は、令和５年 10 月１日以後の課税資産の譲渡等につき行う売上げ

に係る対価の返還等について適用する。  
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（４）適格請求書発行事業者登録制度について、次の見直しを行う。  

① 免税事業者が適格請求書発行事業者の登録申請書を提出し、課税期間の初日か

ら登録を受けようとする場合には、当該課税期間の初日から起算して 15 日前の

日（現行：当該課税期間の初日の前日から起算して１月前の日）までに登録申請

書を提出しなければならないこととする。この場合において、当該課税期間の初

日後に登録がされたときは、同日に登録を受けたものとみなす。  

② 適格請求書発行事業者が登録の取消しを求める届出書を提出し、その提出があ

った課税期間の翌課税期間の初日から登録を取り消そうとする場合には、当該翌

課税期間の初日から起算して 15 日前の日（現行：その提出があった課税期間の

末日から起算して 30 日前の日の前日）までに届出書を提出しなければならない

こととする。  

③ 適格請求書発行事業者の登録等に関する経過措置の適用により、令和５年 10 月

１日後に適格請求書発行事業者の登録を受けようとする免税事業者は、その登録

申請書に、提出する日から 15 日を経過する日以後の日を登録希望日として記載

するものとする。この場合において、当該登録希望日後に登録がされたときは、

当該登録希望日に登録を受けたものとみなす。  

（注）上記の改正の趣旨等を踏まえ、令和５年 10 月１日から適格請求書発行事業者

の登録を受けようとする事業者が、その申請期限後に提出する登録申請書に記

載する困難な事情については、運用上、記載がなくとも改めて求めないものと

する。 
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三．令和６年税制改正のポイント 

■個人所得課税 

１．所得税・個人住民税の定額減税 

（１）令和６年分の所得税について、定額による所得税額の特別控除を次により実施

する。 

①居住者の所得税額から、特別控除の額を控除する。ただし、その者の令和６年

分の所得税に係る合計所得金額が 1,805 万円以下である場合に限る。 

②特別控除の額は、次の金額の合計額とする。ただし、その合計額がその者の所

得税額を超える場合には、所得税額を限度とする特定非課税累積投資契約に係

る非課税措置について、次の措置に改組する。 

イ 本人 ３万円 

ロ 同一生計配偶者又は扶養親族（居住者に該当する者に限る。以下「同一生計配

偶者等」という。）１人につき３万円 

③特別控除の実施方法は、次による。 

イ 給与所得者に係る特別控除の額の控除 

ａ 令和６年６月１日以後最初に支払を受ける給与等（賞与を含むものとし、給与

所得者の扶養控除等申告書の提出の際に経由した給与等の支払者が支 払うも

のに限る。）につき源泉徴収をされるべき所得税の額（以下「控除前源泉徴収

税額」という。）から特別控除の額に相当する金額（当該金額が控除前源泉徴

収税額を超える場合には、当該控除前源泉徴収税額に相当する金額）を控除す

る。 

b 特別控除の額に相当する金額のうち、上記イ及びここに定めるところにより控

除をしてもなお控除しきれない部分の金額は、以後令和６年中に支払われる当

該給与等（同年において最後に支払われるものを除く。）に係る控除前源泉徴

収税額から、順次控除する。 

（注１）上記 a 及び b により控除する同一生計配偶者等に係る特別控除の額は、

原則として源泉控除対象配偶者で合計所得金額が 48 万円以下である者又は扶

養親族で居住者に該当する者について算出する。 

（注２）源泉徴収の際の上記 a 及び b による控除は、現行の源泉徴収をされるべ

き額から行う。 

（注３）上記 a 及び b について、給与所得者の扶養控除等申告書に記載した事項

の異動等により特別控除の額に異動が生ずる場合には、年末調整により調整す

る。 
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ｃ 上記 a及び bにより控除された後の所得税額をもって、それぞれの給与等につ

き源泉徴収をされるべき所得税の額とする。 

d  令和６年分の年末調整の際に、年税額から特別控除の額を控除する。 

     e 上記 a 及び d による控除について、給与等の支払者が同一生計配偶者等を把

握するための措置を講ずる。 

f 上記 a の給与等の支払者は、上記 a 又は b による控除をした場合には、支払

明細書に控除した額を記載することとする。 

g  上記 a の給与等の支払者は、源泉徴収票の摘要の欄に控除した額等を記載す

ることとする。 

＜対象者と控除額＞ 

 本人 配偶者 その他扶養親族 

基礎要件 居住者 

本人と生計を一にす

る配偶者（※1） 

（居住者に限る） 

本人と生計を一にす

る親族（※1） 

（居住者に限る） 

所得制限 

所得税 

2024 年分の合計所得金

額が 1,805 万円以下 

（※2） 

2024 年分の合計所得金額が 48 万円以下 

（※3） 

住民税 

2025 年分の合計所得金

額が 1,805 万円以下 

（※2） 

2024 年分の合計所得

金額が 48 万円以下 

（※3、4） 

2024 年分の合計所得

金額が 48 万円以下

（※3） 

特別控除の

額 

所得税 ３万円 １人につき３万円 

住民税 １万円 １人につき１万円 

 

（２）公的年金等の受給者に係る特別控除の額の控除 

① 令和６年６月１日以後最初に厚生労働大臣等から支払を受ける公的年金等に

つき源泉徴収をされるべき所得税の額について、上記イ aから cまで（上記イ b

（注３）を除く。）に準じた取扱いとする。 

（注）上記①について、公的年金等の受給者の扶養親族等申告書に記載した事項の

異動等により特別控除の額に異動が生ずる場合には、確定申告により調整する。 

② 上記①の公的年金等の支払者は、源泉徴収票の摘要の欄に控除した額等を記載

することとする。 
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（３）事業所得者等に係る特別控除の額の控除 

① 令和６年分の所得税に係る第１期分予定納税額（７月）から本人分に係る特別

控除の額に相当する金額を控除する。 

② 特別控除の額に相当する金額のうち、第１期分予定納税額から控除をしてもな

お控除しきれない部分の金額は、第２期分予定納税額（11 月）から控除する。 

（注）予定納税に係る上記①及び②による控除は、現行の納付すべき額から行う。 

③ 予定納税額の減額の承認の申請により、第１期分予定納税額及び第２期分予定

納税額について、同一生計配偶者等に係る特別控除の額に相当する金額の控除

の適用を受けることができることとする。 

④ 上記③の措置に伴い、令和６年分の所得税に係る第１期分予定納税額の納期を

令和６年７月１日から９月 30 日までの期間（現行：同年７月１日から同月 31

日までの期間）とするとともに、同年６月 30 日の現況に係る予定納税額の減額

の承認の申請の期限を同年７月 31 日（現行：同月 15 日）とする。 

⑤ 令和６年分の所得税に係る確定申告書を提出する事業所得者等は、その提出の

際に所得税額から特別控除の額を控除する。 

（４）その他所要の措置を講ずる。 

 

２．金融・証券税制 

（１）非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（Ｎ

ＩＳＡ）等について、次の措置を講ずる。  

① 廃止通知書について、次の措置を講ずる。 

イ 金融商品取引業者等の営業所の長は、廃止通知書の交付に代えて、電磁的方

法により当該廃止通知書に記載すべき事項を提供できることとする。 

ロ 非課税口座を開設し、又は開設していた居住者等は、廃止通知書の提出又は

非課税口座開設届出書への添付に代えて、電磁的方法による当該廃止通知書に

記載すべき事項の提供及び当該事項を記載した当該非課税口座開設届出書の

提出等ができることとする。 

② 非課税口座内上場株式等について与えられた新株予約権で一定のものの行使

等に際して金銭の払込みをして取得した上場株式等について、次の措置を講ず

る。 
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イ 当該上場株式等は、非課税口座が開設されている金融商品取引業者等を経由

して払込みをすること並びに金融商品取引業者等への買付けの委託等により

取得した場合と同様の受入期間及び取得対価の額の合計額に係る要件その他

の要件を満たす場合に限り、特定非課税管理勘定に受け入れることができるこ

ととする。 

ロ 当該上場株式等を、非課税管理勘定又は特定非課税管理勘定に受け入れるこ

とができる非課税管理勘定又は特定非課税管理勘定に係る上場株式等の分割

等により取得する上場株式等の範囲から除外する。 

ハ 当該上場株式等を、特定口座に受け入れることができる上場株式等の範囲に

加える。 

③ 非課税口座内上場株式等の配当等に係る金融商品取引業者等の要件につい 

て、国外において発行された株式の配当等に係る支払の取扱者でその者に開設

されている非課税口座において当該株式のみを管理していることその他の要

件を満たす場合には、口座管理機関に該当することとの要件を不要とする。 

④ 累積投資上場株式等の要件のうち上場株式投資信託の受益者に対する信託 

報酬等の金額の通知に係る要件について廃止するとともに、特定非課税管理勘

定で管理する公募株式投資信託については、当該特定非課税管理勘定に係る非

課税口座が開設されている金融商品取引業者等は、その受益者に対して、当該

公募株式投資信託に係る信託報酬等の金額を通知することとする。 

⑤ その他所要の措置を講ずる。 

３．子育て支援に関する政策税制 

（１）住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除について、次の措置を講ずる。  

① 次の個人で、年齢 40 歳未満であって配偶者を有する者、年齢 40 歳以上であ

って年齢40歳未満の配偶者を有する者又は年齢19歳未満の扶養親族を有する

者（以下「子育て特例対象個人」という。）が、認定住宅等の新築若しくは認

定住宅等で建築後使用されたことのないものの取得又は買取再販認定住宅等

の取得（以下「認定住宅等の新築等」という。）をして令和６年１月１日から

同年12月 31日までの間に居住の用に供した場合の住宅借入金等の年末残高の

限度額（借入限度額）を次のとおりとして本特例の適用ができることとする。 

住宅の区分 借入限度額 

認定住宅 5,000 万円 

ＺＥＨ水準省エネ住宅 4,500 万円 

省エネ基準適合住宅 4,000 万円 
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② 認定住宅等の新築又は認定住宅等で建築後使用されたことのないものの取得

に係る床面積要件の緩和措置について、令和６年 12 月 31 日以前に建築確認を

受けた家屋についても適用できることとする。 

③ その他所要の措置を講ずる。 

（注１）「認定住宅等」とは、認定住宅、ＺＥＨ水準省エネ住宅及び省エネ基準適

合住宅をいい、「認定住宅」とは、認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅

をいう。 

（注２）「買取再販認定住宅等」とは、認定住宅等である既存住宅のうち宅地建物

取引業者により一定の増改築等が行われたものをいう。 

（注３）上記①及び②について、その他の要件等は、現行の住宅借入金等を有する

場合の所得税額の特別控除と同様とする。 

（２）住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除について、次の措置を講ずる。  

① 既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除について、子

育て特例対象個人が、その者の所有する居住用の家屋について一定の子育て対応

改修工事をして、当該居住用の家屋を令和６年４月１日から同年 12 月 31 日まで

の間に居住の用に供した場合を適用対象に追加し、その子育て対応改修工事に係

る標準的な工事費用相当額（250 万円を限度）の 10％に相当する金額をその年分

の所得税の額から控除できることとする。 

（注１）上記の「一定の子育て対応改修工事」とは、①住宅内における子どもの事

故を防止するための工事、②対面式キッチンへの交換工事、③開口部の防犯

性を高める工事、④収納設備を増設する工事、⑤開口部・界壁・床の防音性

を高める工事、⑥間取り変更工事（一定のものに限る。）であって、その工

事に係る標準的な工事費用相当額（補助金等の交付がある場合には、当該補

助金等の額を控除した後の金額）が 50 万円を超えること等一定の要件を満た

すものをいう。 

（注２）上記の「標準的な工事費用相当額」とは、子育て対応改修工事の種類ごと

に標準的な工事費用の額として定められた金額に当該子育て対応改修工事を

行った箇所数等を乗じて計算した金額をいう。 

（注３）上記の税額控除は、その年分の合計所得金額が 2,000 万円を超える場合に

は適用しない。 

（注４）その他の要件等は、既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額

の特別控除と同様とする。 



令和６年度税制改正の概要～税制改正を紐解く～ 

 

 15 

４．土地・住宅税制 

（１）特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例の適用

期限を２年延長する。 

（２）居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等について、次の措置を講

ずる。 

① 本特例の適用期限を２年延長する。 

② 所要の経過措置を講じた上、本特例の適用を受けようとする個人が買換資産の

住宅借入金等に係る債権者に対して住宅取得資金に係る借入金等の年末残高等

調書制度の適用申請書の提出をしている場合には、住宅借入金等の残高証明書

の確定申告書等への添付を不要とする。 

（注）上記②の改正は、令和６年１月１日以後に行う譲渡資産の譲渡について適用す

る。 

（３）特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等の適用期限を２年延長する。 

（４）既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除の適用期限を２年延長す

る。 

（５）既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除について、次

の措置を講じた上、その適用期限を２年延長する。 

① 本税額控除の適用対象者の合計所得金額要件を 2,000 万円以下（現行：3,000

万円以下）に引き下げる。 

② 本税額控除の適用対象となる省エネ改修工事のうち省エネ設備の取替え又は

取付け工事について、エアコンディショナーに係る基準エネルギー消費効率の

引上げに伴い、当該工事の対象設備となるエアコンディショナーの省エネルギ

ー基準達成率を 107％以上（現行：114％以上）に変更する。 
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■資産課税 

１．贈与税・相続税 

（１）直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置につい

て、次の措置を講ずる。 

① 適用期限を３年延長する。 

② 非課税限度額の上乗せ措置の適用対象となるエネルギーの使用の合理化に著

しく資する住宅用の家屋の要件について、住宅用家屋の新築又は建築後使用さ

れたことのない住宅用家屋の取得をする場合にあっては、当該住宅用家屋の省

エネ性能が断熱等性能等級５以上かつ一次エネルギー消費量等級６以上（現

行：断熱等性能等級４以上又は一次エネルギー消費量等級４以上）であること

とする。 

（注１）上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する住宅取得等資

金に係る贈与税について適用する。 

（注２）令和６年１月１日以後に住宅取得等資金の贈与を受けて住宅用家屋の新築

又は建築後使用されたことのない住宅用家屋の取得をする場合において、当

該住宅用家屋の省エネ性能が断熱等性能等級４以上又は一次エネルギー消費

量等級４以上であり、かつ、当該住宅用家屋が次のいずれかに該当するもの

であるときは、当該住宅用家屋をエネルギーの使用の合理化に著しく資する

住宅用の家屋とみなす。 

イ 令和５年 12 月 31 日以前に建築確認を受けているもの 

ロ 令和６年６月 30 日以前に建築されたもの 

（２）特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税制度の

特例の適用期限を３年延長する。 

（３）個人の事業用資産に係る相続税・贈与税の納税猶予制度について、個人事業承

継計画の提出期限を２年延長する。 

（４）非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予の特例制度について、特例承継

計画の提出期限を２年延長する。 

２．登録免許税 

（１）住宅用家屋の所有権の保存登記若しくは移転登記又は住宅取得資金の貸付け等

に係る抵当権の設定登記に対する登録免許税の税率の軽減措置の適用期限を３年

延長する。 

（２）特定認定長期優良住宅の所有権の保存登記等に対する登録免許税の税率の軽減

措置の適用期限を３年延長する。 



令和６年度税制改正の概要～税制改正を紐解く～ 

 

 17 

（３）認定低炭素住宅の所有権の保存登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置の

適用期限を３年延長する。 

（４）特定の増改築等がされた住宅用家屋の所有権の移転登記に対する登録免許税の

税率の軽減措置の適用期限を３年延長する。 

３．印紙税 

（１）不動産の譲渡に関する契約書等に係る印紙税の税率の特例措置の適用期限を３

年延長する。 

４．固定資産税 

（１）新築の認定長期優良住宅に係る固定資産税の税額の減額措置の適用期限を２年

延長する。 

（２）耐震改修等を行った住宅に対して、次の措置を講ずる。 

① 耐震改修を行った一定の住宅に係る固定資産税の税額の減額措置の適用期限

を２年延長する。 

② バリアフリー改修を行った一定の住宅に係る固定資産税の税額の減額措置の

適用期限を２年延長する。 

③ 省エネ改修を行った一定の住宅に係る固定資産税の税額の減額措置の適用期

限を２年延長する。 

５．不動産取得税 

 （１）住宅及び土地の取得に係る不動産取得税の標準税率（本則４％）を３％とす

る特例措置の適用期限を３年延長する。 

（２）新築の認定長期優良住宅に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の適用期

限を２年延長する。 
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■法人課税 

１．構造的な賃上げの実現 

（１）給与等の支給額が増加した場合の税額控除制度について、次の措置を講ずる 

（所得税についても同様とする。）。 

① 全法人向けの措置について、次の見直しを行った上、その適用期限を３年延長

する。 

イ 原則の税額控除率を 10％（現行：15％）に引き下げる。 

ロ 税額控除率の上乗せ措置を次の場合の区分に応じそれぞれ次のとおりとす

る。 

a 継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合

が４％以上である場合 税額控除率に５％（その増加割合が５％以上である場

合には 10％とし、その増加割合が７％以上である場合には 15％とする。）を

加算する。 

b 教育訓練費の額の比較教育訓練費の額に対する増加割合が 10％以上であり、

かつ、教育訓練費の額が雇用者給与等支給額の 0.05％以上である場合、税額控

除率に５％を加算する。 

c プラチナくるみん認定又はプラチナえるぼし認定を受けている場合税額控除

率に５％を加算する。 

ハ 本措置の適用を受けるために「給与等の支給額の引上げの方針、取引先との

適切な関係の構築の方針その他の事項」を公表しなければならない者に、常時

使用する従業員の数が 2,000 人を超えるものを加える。 

ニ 本措置の適用を受けるために公表すべき「給与等の支給額の引上げの方針、

取引先との適切な関係の構築の方針その他の事項」における取引先に消費税の

免税事業者が含まれることを明確化する。 

② 青色申告書を提出する法人で常時使用する従業員の数が2,000人以下であるも

の（その法人及びその法人との間にその法人による支配関係がある法人の常時使

用する従業員の数の合計数が１万人を超えるものを除く。）が、令和６年４月１

日から令和９年３月 31 日までの間に開始する各事業年度において国内雇用者に

対して給与等を支給する場合において、継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比

較給与等支給額に対する増加割合が３％以上であるときは、控除対象雇用者給与

等支給増加額の 10％の税額控除ができる措置を加える。この場合において、継続

雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が４％以

上であるときは、税額控除率に 15％を加算し、教育訓練費の額の比較教育訓練費
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の額に対する増加割合が 10％以上であり、かつ、教育訓練費の額が雇用者給与等

支給額の 0.05％以上であるときは、税額控除率に５％を加算し、当期がプラチナ

くるみん認定若しくはプラチナえるぼし認定を受けている事業年度又はえるぼ

し認定（３段階目）を受けた事業年度であるときは、税額控除率に５％を加算す

る。ただし、控除税額は、当期の法人税額の 20％を上限とする。 

（注）資本金の額等が 10 億円以上であり、かつ、常時使用する従業員の数が 1,000

人以上である場合には、給与等の支給額の引上げの方針、取引先との適切な関係

の構築の方針その他の事項をインターネットを利用する方法により公表したこ

とを経済産業大臣に届け出ている場合に限り、適用があるものとする。 

③ 中小企業向けの措置について、次の見直しを行い、控除限度超過額は５年間の繰

越しができることとした上、その適用期限を３年延長する。 

イ 教育訓練費に係る税額控除率の上乗せ措置について、教育訓練費の額の比較教

育訓練費の額に対する増加割合が５％以上であり、かつ、教育訓練費の額が雇用

者給与等支給額の 0.05％以上である場合に税額控除率に 10％を加算する措置と

する。 

ロ 当期がプラチナくるみん認定若しくはプラチナえるぼし認定を受けている事

業年度又はくるみん認定若しくはえるぼし認定（２段階目以上）を受けた事業年

度である場合に税額控除率に５％を加算する措置を加える。 

（注）繰越税額控除制度は、繰越税額控除をする事業年度において雇用者給与等支給

額が比較雇用者給与等支給額を超える場合に限り、適用できることとする。 

④ 給与等の支給額から控除する「給与等に充てるため他の者から支払を受ける金

額」に看護職員処遇改善評価料及び介護職員処遇改善加算その他の役務の提供の

対価の額が含まれないこととする。 

⑤ その他所要の措置を講ずる。 

（２）大企業につき研究開発税制その他生産性の向上に関連する税額控除の規定（特

定税額控除規定）を適用できないこととする措置について、次の見直しを行った

上、その適用期限を３年延長する（所得税についても同様とする。）。 

① 資本金の額等が 10 億円以上であり、かつ、常時使用する従業員の数が 1,000 人

以上である場合及び前事業年度の所得の金額が零を超える一定の場合のいずれ

にも該当する場合における要件の上乗せ措置について、次の見直しを行う。 

イ 本措置の対象に、常時使用する従業員の数が 2,000 人を超える場合及び前事業

年度の所得の金額が零を超える一定の場合のいずれにも該当する場合を加える。 

ロ 国内設備投資額に係る要件を、国内設備投資額が当期償却費総額の 40％（現行：
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30％）を超えることとする。 

② 継続雇用者給与等支給額に係る要件を判定する場合に給与等の支給額から控除

する「給与等に充てるため他の者から支払を受ける金額」に看護職員処遇改善評

価料及び介護職員処遇改善加算その他の役務の提供の対価の額が含まれないこ

ととする。 

（３）中小企業事業再編投資損失準備金制度について、産業競争力強化法の改正を前

提に、青色申告書を提出する法人で同法の改正法の施行の日から令和９年３月 31 

日までの間に産業競争力強化法の特別事業再編計画（仮称）の認定を受けた認定

特別事業再編事業者（仮称）であるものが、その認定に係る特別事業再編計画に

従って他の法人の株式等の取得（購入による取得に限る。）をし、かつ、これを

その取得の日を含む事業年度終了の日まで引き続き有している場合（その株式等

の取得価額が 100 億円を超える金額又は１億円に満たない金額である場合及び一

定の表明保証保険契約を締結している場合を除く。）において、その株式等の価

格の低落による損失に備えるため、その株式等の取得価額に次の株式等の区分に

応じそれぞれ次の割合を乗じた金額以下の金額を中小企業事業再編投資損失準備

金として積み立てたときは、その積み立てた金額は、その事業年度において損金

算入できる措置を加える。 

 ① その認定に係る特別事業再編計画に従って最初に取得をした株式等 90％ 

② 上記①に掲げるもの以外の株式等 100％ 

この準備金は、その株式等の全部又は一部を有しなくなった場合、その株式等の

帳簿価額を減額した場合等において取り崩すほか、その積み立てた事業年度終了

の日の翌日から 10 年を経過した日を含む事業年度から５年間でその経過した準

備金残高の均等額を取り崩して、益金算入する。 

（４）交際費等の損金不算入制度について、次の措置を講じた上、その適用期限を３

年延長する。 

① 損金不算入となる交際費等の範囲から除外される一定の飲食費に係る金額基準

を１人当たり１万円以下（現行：5,000 円以下）に引き上げる。 

② 接待飲食費に係る損金算入の特例及び中小法人に係る損金算入の特例の適用期

限を３年延長する。 

（注）上記①の改正は、令和６年４月１日以後に支出する飲食費について適用する。 
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■扶養控除等の見直し【令和 7年度税制改正で検討・決定見込み】 

児童手当については、所得制限が撤廃されるとともに、支給期間について高校生年

代まで延長されることとなる。 

これを踏まえ、16 歳から 18 歳までの扶養控除について、15 歳以下の取扱いとのバ

ランスを踏まえつつ、高校生年代は子育て世帯において教育費等の支出がかさむ時期

であることに鑑み、現行の一般部分（国税 38 万円、地方税 33 万円）に代えて、かつ

て高校実質無償化に伴い廃止された特定扶養親族に対する控除の上乗せ部分（国税 25

万円、地方税 12 万円）を復元し、高校生年代に支給される児童手当と合わせ、全ての

子育て世帯に対する実質的な支援を拡充しつつ、所得階層間の支援の平準化を図るこ

とを目指す。 

さらに、扶養控除の見直しにより、課税総所得金額や税額等が変化することで、所

得税又は個人住民税におけるこれらの金額等を活用している社会保障制度や教育等の

給付や負担の水準に関して不利益が生じないよう、当該制度等の所管府省において適

切な措置を講じるとともに、独自に事業を実施している地方公共団体においても適切

な措置が講じられるようにする必要がある。 

具体的には、各府省庁において、今回の扶養控除の見直しにより影響を受ける所管

制度等を網羅的に把握し、課税総所得金額や税額等が変化することによる各制度上の

不利益が生じないよう適切な対応を行うとともに、各地方公共団体において独自に実

施している事業についても同様に適切な対応を行うよう周知するなど所要の対応を行

う必要がある。 

扶養控除の見直しについては、令和７年度税制改正において、これらの状況等を確

認することを前提に、令和６年 10 月からの児童手当の支給期間の延長が満年度化した

後の令和８年分以降の所得税と令和９年度分以降の個人住民税の適用について結論を

得る。 

ひとり親控除について、とりわけ困難な境遇に置かれているひとり親の自立支援を

進める観点から、対象となるひとり親の所得要件について、現行の合計所得金額 500

万円以下を 1,000 万円以下に引き上げる。 

また、ひとり親の子育てにかかる負担の状況を踏まえ、ひとり親控除の所得税の控

除額について、現行の 35 万円を 38 万円に引き上げる。合わせて、個人住民税の控除

額について、現行の 30 万円を 33 万円に引き上げる。 

こうした見直しについて、令和８年分以降の所得税と令和９年度分以降の個人住民

税の適用について扶養控除の見直しと合わせて結論を得る。 
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＜扶養控除の縮小＞ 

控除額 

（所得税／住民税） 

現行 令和７年度税制改正見込み 

38 万円／33 万円 25 万円／12 万円 

 

＜ひとり親控除の拡充＞ 

 現行 令和７年度税制改正見込み 

親の所得金額 合計所得金額500万円以下 合計所得金額 1,000 万円以下 

控除額 

（所得税／住民税） 
35 万円／30 万円 38 万円／33 万円 

 





著作権者 株式会社東京リーガルマインド 

© ２０２４ ＴＯＫＹＯ ＬＥＧＡＬ ＭＩＮＤ Ｋ．Ｋ．， Ｐｒｉｎｔｅｄ ｉｎ Ｊａｐａｎ

無断複製・無断転載等を禁じます。 


	空白ページ
	タグ
	空白ページ




